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Ⅰ．はじめに

東南アジア大陸部のメコン川は 6 か国に広がる流域をもち，そ
の水資源は 6000 万人の生活基盤となっている。加えてメコン川
下流域のカンボジアでは，他のエリアと異なり 2000 年代前半の
時点で低地の常緑林が広く残存し，生態学的にも貴重な地域とみ
なされていた。そのため 2003 年以降，同地域で低地常緑林の水
文・生態学的機能の解明研究が行われてきた（壁谷ほか，2014）。

低地常緑林は厳しい乾季も葉を落とさず，蒸散と光合成を続け
るユニークな生態的特徴をもつ。そのため根系分布の実態調査に
加え，乾季の蒸散を支える土壌の水分供給能力について，土層の
厚さと土壌孔隙特性を考慮した数値モデルによる評価が試みられ
た（Ohnuki	et al.,	2008 ;	Toriyama et al.,	2013）。その結果，低
地常緑林が厚さ 4 m を超える土層に根を張り，雨季に貯めた土
壌水分を有効利用することで，乾季の蒸散が維持されることが示
された。一方で，エルニーニョ現象の発生時のような極めて乾燥
が強い年の土壌水分の再現性について検証を行っていないこと
が，数値モデルの不確実性を高める要因となっていた。その後，
2015 - 2016 年に乾燥の強い年が連続し（Kabeya et al.,	2021，本
稿ではスーパーエルニーニョ年と呼称する），上記の課題に取り
組む機会を得た。

本研究は，カンボジアの低地常緑林を対象に，2015 - 2016 年の
スーパーエルニーニョ年における土壌水分動態を数値モデルで再
現するものである。その過程で，既往研究で構築した数値モデル

の挙動を解析し，パラメータの妥当性を検討する。

Ⅱ．材料と方法

調査地はカンボジア王国コンポントム州のチニット川流域に位
置する。同流域では 2003 年に森林総合研究所の研究グループが
常緑林流域試験地を設定し，水文・気象観測を継続している（壁
谷ほか，2014）。土壌水分および地下水位の観測井は 2006 年に
設置された（Ohnuki	et al.,	2008）。集水地形を避け，標高が約
70～100	m の比較的平坦なエリアから相対的に高い地点を選定
し，幅 4 × 4	m，深さ 9 . 4	m の観測井を掘削した。このとき行っ
た根系分布の観察により，樹木の根系が 0 – 4	m により多く分布
し，細根については深さ 8	m 以上まで存在することを確認した

（Ohnuki	et al.,	2008）。
土壌の体積含水率の計測は 2006 年 2 月～2020 年 2 月まで乾季

を中心に 20 回行われた。このうち本研究では，スーパーエルニー
ニョ年に含まれる 2015 年 2 月と 2016 年 11 月のデータを利用した。
最初に観測井の壁面を土壌ゴテで削り，垂直な平坦面を作成し，
土壌水分センサ―（Hydrosense，ロッド長 12	cm，Campbell	
Scientific,	 Inc.）を水平に挿入した。これを表層土壌から深さ 4	
m まで 20	cm 毎に繰り返した。2010 年～2020 年の観測期間で取
得された最も低い体積含水率を「残存水分率」とし，観測された
体積含水率と残存水分率の差分を深さ 0 – 4	m で積算し，有効水
分量とした。
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を数値モデルに入力した場合，既報の非エルニーニョ年の設定を利用しても，蒸発散レベルを下げることで，土壌水分の再現性が相応
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報告されている（倉原ほか，2023）。本論はより多数の 7 年生と
8 年生のつぎ木クローンを用いて，相対含水率にクローン間差が
あることを示した。今後，心材含水率の幼老相関を調べることで，
心材含水率の早期選抜の可能性が検討できるだろう。

本論における乾量基準含水率の平均値は一般的なスギの乾量基
準含水率の平均値とされる約 120％～140％（平川ほか，2004）

と比較して低かった。スギでは髄に近い未成熟材は容積密度が高
いことが知られている。今回の試料は 7 年生と 8 年生の心材部で
あるため，未成熟材が大部分を占めたと考えられる。そのため，
材密度が高くなり，相対的に乾量基準含水率が低くなったと考え
られた。

乾量基準含水率および相対含水率の分散成分の寄与率は 7 年生
と 8 年生で異なり，8 年生の方がクローンの分散成分の寄与率が
高かった。8 年生において寄与率が高かったことの要因の一つに
樹齢が 1 年高いことが考えられるが，両者には共通クローンが存
在しないのでその違いを樹齢に結論付けることはできない。
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図‒4．各形質の分散成分の寄与率
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下層土の Ks を測定値の 1.06	× 10－6	cm	s－1 とした場合（テス
ト No. 5），数値モデルにおける 2016 年の雨季の 0 – 4	m の積算
有効水の貯留回復は，観測値より過大となった（図‒1）。続いて，
Ks を 3.18	× 10－6	cm	s－1 と高めた結果（テスト No. 6），0 – 4	m
の積算有効水の貯留回復は観測値に大きく近づいた（図‒2（a））。
これは非エルニーニョ年のデータで調整され，最適化されたパラ
メータとほぼ同等の設定である（Toriyama	et al.,	2013）。ただし
この設定値を用いても，下層土（深さ 550 - 750	cm）の Ks は依
然として他の層位（表‒1）より 2～3 オーダ低い。このため調査
地において，緻密な構造をもつ下層土は，根系分布域の土壌水分
の流出を遅延させる重要な役割をもつと考えられた。

 Ks を 3 . 18	× 10－6	cm	s－1 から 10 . 60 × 10－6 cm	s－1 まで変化
させる過程において，モデル出力の感度は小さかった。最後に，
Ks を 5 . 30	× 10－6	cm	s－1 と設定して（テスト No. 7）土壌水分

の鉛直分布を参照した結果，0 – 4	m の積算有効水の積算値に加
え（図‒2（b）），その鉛直分布も相応に再現できていることを確
認した（図‒3）。一方，本研究の数値モデルは地下水位の変動を
明示しないが，土層内のマトリックポテンシャルの値から描画を
試みると図‒4 の実線になり，観測値との乖離がみられた。この
乖離は，本研究の鉛直 1 次元モデルでカバーできない周辺の地形
の影響を受けた可能性があるが，それ以外にも，本研究の未着手
のパラメータ（例えば式（5）に含まれる屈曲度の 1 / 2）による
モデル改良の余地を示唆した。

まとめると本研究の数値モデルは，スーパーエルニーニョ年
では非エルニーニョ年と異なり，根系深を 4 m と仮定した場合，
乾季の土壌水分動態を適切に再現できなかった。一方，根系深を
8	m と仮定し，既報の非エルニーニョ年の土壌孔隙パラメータを
利用した場合，土壌水分の再現性は相応に高いことを確認できた。
ただし，この場合も蒸発散速度の低下レベルの設定が必須であっ
た。本調査地ではスーパーエルニーニョ年の大量枯死の現象は確
認されておらず，気孔閉鎖に伴う蒸散低下が生じていた可能性は
高い。そのため，土壌の乾燥から気孔閉鎖につながるフィード
バックの組み込みは今後のモデル改良点の 1 つと考えられた。同
時に，今後のタワーフラックス観測，樹液流観測の結果などによ
る検証が期待される。本研究の数値モデルの成果は，近年森林の
伐採圧が高まるメコン川下流域のカンボジアにおいて，森林の劣
化，減少，回復等の様々なシナリオを想定した，水資源の動態予
測に貢献するものである。
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図‒1．テスト No. 5 の積算有効水の推移
図中の点線と実線はそれぞれモデル出力による深さ 0 – 4 m と
0 – 8	m の積算有効水，2 つの点は深さ 0 – 4 m の観測値を示す。
横軸は2015 - 2016年の経過日数（1–731，2015年1月1日がDay	1）
を示す。図中の 2 度のピークは 2015 年と 2016 年の雨季（概ね
5 – 10 月）に対応する。

図‒2．テスト No. 6 および 7 の積算有効水の推移
（a）テスト No. 6，（b）テスト No. 7。凡例は図‒1 に準ずる。

土壌水分移動モデルは一次元のリチャーズ式に吸水項を加えた
ものである。
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とする。（4），（5）式は Kosugi	（1996）の対数正規分布関数による。
θ s とθ r は飽和および残留体積含水率（m3	m－3），ψはマトリッ
クポテンシャル（cm），ψ m は有効飽和度（飽和および残留体積
含水率をそれぞれ 1，0 として体積含水率を正規化した値）が 0 . 5
の時のψ，σは土壌孔隙の分布幅（無次元），Ks は飽和透水係数

（cm	s－1），Q（x）は余正規分布関数を示す。（4），（5）式のパラ
メータを得るため，現地調査において観測井の 10 層から不攪乱
土壌試料を取得し，加圧板法で計測した土壌水分特性を対数正規
分布にフィッティングした（Toriyama	et al.,	2013）。パラメータ
一覧を表‒1 にまとめた。その他，	（1）式を解くための境界条件と
解法は Toriyama	et al.	（2013）に準ずる。

本稿の数値モデルでは，気孔閉鎖等の植物のプロセスは組み込
んでおらず，先に蒸発散量のレベルを定め，土壌から吸水する形
をとる。モデルのインプットデータは Toriyama	et al.	（2013）と
同様に以下の手順で作成した。（1）式の吸水項を得るため，最初
に 2015 - 2016 年の日降水量（mm	day－1）を，当該試験地の降雨

時間帯と降雨強度の頻度分布，および遮断特性をもとに時間毎の
林床到達雨量（林内雨と樹幹流の和），遮断蒸発量に振り分けた。
続いて，リファレンスとなる日蒸発散量（非エルニーニョ年の値，
乾季 3 . 5	mm	day－1，雨季 2 . 0	mm	day－1）を 6 : 00～18 : 00 の 1
時間毎に正弦関数で割り振り，仮の時間蒸発散量とした。さらに，
日中の遮断蒸発量を仮の時間蒸発散量から引き，時間毎の蒸散量
を得た。最後に根系分布関数と，土壌の乾燥に対応する吸水減衰
関数の積による重みづけ（Skaggs	et al.,	2006）により，時間毎
の蒸散量を深度毎に振り分け，吸水項を決定した。

上記の手法を利用した，非エルニーニョ年の既往の成果は以下
の通りである。2006 年の日降水量を入力した結果，少なくとも 4	
m の根系深（より多くの根系が観察された深さ）が乾季の蒸散
維持に必要であった。さらに，8	m の根系深（より少ないが細
根が観察された深さ）を確保し，下層土（深さ 550－750	cm）の
Ks を大きい値に修正することで，数値モデルによる土壌水分の
再現性が高まることが示された（Toriyama	et al.,	2013）。下層土
の Ks の測定値（1.06	× 10－6	cm	s－1）は過小な値であり，地点を
代表する土壌試料が得られなかったと考えられたため，数値モデ
ルが示唆する修正手順は妥当であると考えられた。このため，本
稿の結果と考察では，特に根系深と下層土の Ks に注目し，スー
パーエルニーニョ年においても非エルニーニョ年と同様の土壌水
分の再現性を示すか，検証を行う。

Ⅲ．結果と考察

結果の概要を表‒2 にまとめた。根系深，乾季蒸発散速度，下
層土の Ks を変化させて，乾季の蒸発散を維持しつつ土壌水分動
態の再現性が高い条件を探索した。最初に，根系深を 4	m と設
定した場合，非エルニーニョ年の蒸発散速度をベースとした，乾
季の蒸散を維持することはできなかった（表‒2 のテスト No. 1）。
この場合の蒸散を維持できないケースとは，根系深度内の積算
有効水分量（例，図‒1 の線グラフ）が 0 になる状態をさす。続
いて，根系深を 8	m で固定し，蒸発散速度のレベルを 75，62 . 5，
50 % と下げた。その結果，蒸発散速度のレベルを 62 . 5 % まで下
げた場合（テスト No. 4），根系深度の土壌に有効水分が僅かに残
り，50 % 以下で他のパラメータの調整を行う余地が生じた。そ
のため，以下において根系深を 8	m，乾季の蒸発散速度のレベル
を 50 % で固定し，下層土の Ks を調整した（表‒2 のテスト No. 5，
6，7，8）。
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表‒1．数値モデルの土壌孔隙パラメータ

Depth	
cm

θs	
m 3 m－3

θr	
m 3 m－3

ψm	
－cm

σ Ks	
cm	s－1

0－10 0 . 222 0 . 087 108 . 9 1 . 42 1 . 97 × 10 － 4

10－75 0 . 339 0 . 115 62 . 4 1 . 37 2 . 93 × 10 － 3

75－150 0 . 384 0 . 124 53 . 5 1 . 30 3 . 55 × 10 － 3

150－250 0 . 359 0 . 137 71 . 9 1 . 05 1 . 94 × 10 － 3

250－350 0 . 320 0 . 133 96 . 5 1 . 04 7 . 57 × 10 － 4

350－450 0 . 310 0 . 157 113 . 0 1 . 06 2 . 74 × 10 － 4

450－550 0 . 295 0 . 182 125 . 7 1 . 02 1 . 03 × 10 － 4

550－650 0 . 279 0 . 200 213 . 5 1 . 11 1 . 06 × 10 － 6＊

650－750 0 . 290 0 . 217 484 . 0 1 . 89 1 . 06 × 10 － 6＊

750－1000 0 . 299 0 . 232 402 . 8 1 . 19 2 . 21 × 10 － 4

θs とθr は飽和および残留体積含水率，ψはマトリックポテン
シャル，ψm は有効飽和度が0 . 5の時のψ，σは土壌孔隙の分布幅，
Ks は飽和透水係数を示す。値は Toriyama	et al.	（2013）による。
＊	深さ 550 – 750 cm の Ks は「下層土の Ks」として本稿における
検討および修正の対象となっている。

表‒2．数値モデルの試行の概要

テスト No. 根系深	
m

乾季蒸発散速度
（％）

下層土の Ks

10－6 cm	s－1
蒸散維持

1 4 100 . 0 1 . 06 ×
2 8 100 . 0 1 . 06 ×
3 8 75 . 0 1 . 06 ×
4 8 62 . 5 1 . 06 〇
5 8 50 . 0 1 . 06 〇
6 8 50 . 0 3 . 18 〇
7 8 50 . 0 5 . 30 〇
8 8 50 . 0 10 . 60 〇

灰色の箇所（テスト No. 5，6，7）がそれぞれ図‒1，図‒2（a），
図‒2（b）の結果と対応する。
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下層土の Ks を測定値の 1.06	× 10－6	cm	s－1 とした場合（テス
ト No. 5），数値モデルにおける 2016 年の雨季の 0 – 4	m の積算
有効水の貯留回復は，観測値より過大となった（図‒1）。続いて，
Ks を 3.18	× 10－6	cm	s－1 と高めた結果（テスト No. 6），0 – 4	m
の積算有効水の貯留回復は観測値に大きく近づいた（図‒2（a））。
これは非エルニーニョ年のデータで調整され，最適化されたパラ
メータとほぼ同等の設定である（Toriyama	et al.,	2013）。ただし
この設定値を用いても，下層土（深さ 550 - 750	cm）の Ks は依
然として他の層位（表‒1）より 2～3 オーダ低い。このため調査
地において，緻密な構造をもつ下層土は，根系分布域の土壌水分
の流出を遅延させる重要な役割をもつと考えられた。

 Ks を 3 . 18	× 10－6	cm	s－1 から 10 . 60 × 10－6 cm	s－1 まで変化
させる過程において，モデル出力の感度は小さかった。最後に，
Ks を 5 . 30	× 10－6	cm	s－1 と設定して（テスト No. 7）土壌水分

の鉛直分布を参照した結果，0 – 4	m の積算有効水の積算値に加
え（図‒2（b）），その鉛直分布も相応に再現できていることを確
認した（図‒3）。一方，本研究の数値モデルは地下水位の変動を
明示しないが，土層内のマトリックポテンシャルの値から描画を
試みると図‒4 の実線になり，観測値との乖離がみられた。この
乖離は，本研究の鉛直 1 次元モデルでカバーできない周辺の地形
の影響を受けた可能性があるが，それ以外にも，本研究の未着手
のパラメータ（例えば式（5）に含まれる屈曲度の 1 / 2）による
モデル改良の余地を示唆した。

まとめると本研究の数値モデルは，スーパーエルニーニョ年
では非エルニーニョ年と異なり，根系深を 4 m と仮定した場合，
乾季の土壌水分動態を適切に再現できなかった。一方，根系深を
8	m と仮定し，既報の非エルニーニョ年の土壌孔隙パラメータを
利用した場合，土壌水分の再現性は相応に高いことを確認できた。
ただし，この場合も蒸発散速度の低下レベルの設定が必須であっ
た。本調査地ではスーパーエルニーニョ年の大量枯死の現象は確
認されておらず，気孔閉鎖に伴う蒸散低下が生じていた可能性は
高い。そのため，土壌の乾燥から気孔閉鎖につながるフィード
バックの組み込みは今後のモデル改良点の 1 つと考えられた。同
時に，今後のタワーフラックス観測，樹液流観測の結果などによ
る検証が期待される。本研究の数値モデルの成果は，近年森林の
伐採圧が高まるメコン川下流域のカンボジアにおいて，森林の劣
化，減少，回復等の様々なシナリオを想定した，水資源の動態予
測に貢献するものである。
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図‒1．テスト No. 5 の積算有効水の推移
図中の点線と実線はそれぞれモデル出力による深さ 0 – 4 m と
0 – 8	m の積算有効水，2 つの点は深さ 0 – 4 m の観測値を示す。
横軸は2015 - 2016年の経過日数（1–731，2015年1月1日がDay	1）
を示す。図中の 2 度のピークは 2015 年と 2016 年の雨季（概ね
5 – 10 月）に対応する。

図‒2．テスト No. 6 および 7 の積算有効水の推移
（a）テスト No. 6，（b）テスト No. 7。凡例は図‒1 に準ずる。

土壌水分移動モデルは一次元のリチャーズ式に吸水項を加えた
ものである。
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このときθは土壌の体積含水率（m 3	m－3），t は時間（s），q は
浸透フラックス（cm	s－1），z は位置（cm），S は吸水項（m 3	
m－3	s－1）である。次に（1）式の q と不飽和透水係数 K との関
係から展開し，

)(1 zS
z

K
zt

C

q =

−













 +
∂
∂

∂
∂

=
∂
∂ ψψ

－ 1zK 





 +
ψ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3），

とする。ただし，

( )
( )[ ]













−
−

−
== 2

2
mrs

2
/lnexp

2 σ
ψψ

ψσπ
θθ

ψ
θ

d
dC

( ) ( ) 2
m

2/1
m

s
/ln/ln















 +














= σ

σ
ψψ

σ
ψψ QQKK

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5），

とする。（4），（5）式は Kosugi	（1996）の対数正規分布関数による。
θ s とθ r は飽和および残留体積含水率（m3	m－3），ψはマトリッ
クポテンシャル（cm），ψ m は有効飽和度（飽和および残留体積
含水率をそれぞれ 1，0 として体積含水率を正規化した値）が 0 . 5
の時のψ，σは土壌孔隙の分布幅（無次元），Ks は飽和透水係数

（cm	s－1），Q（x）は余正規分布関数を示す。（4），（5）式のパラ
メータを得るため，現地調査において観測井の 10 層から不攪乱
土壌試料を取得し，加圧板法で計測した土壌水分特性を対数正規
分布にフィッティングした（Toriyama	et al.,	2013）。パラメータ
一覧を表‒1 にまとめた。その他，	（1）式を解くための境界条件と
解法は Toriyama	et al.	（2013）に準ずる。

本稿の数値モデルでは，気孔閉鎖等の植物のプロセスは組み込
んでおらず，先に蒸発散量のレベルを定め，土壌から吸水する形
をとる。モデルのインプットデータは Toriyama	et al.	（2013）と
同様に以下の手順で作成した。（1）式の吸水項を得るため，最初
に 2015 - 2016 年の日降水量（mm	day－1）を，当該試験地の降雨

時間帯と降雨強度の頻度分布，および遮断特性をもとに時間毎の
林床到達雨量（林内雨と樹幹流の和），遮断蒸発量に振り分けた。
続いて，リファレンスとなる日蒸発散量（非エルニーニョ年の値，
乾季 3 . 5	mm	day－1，雨季 2 . 0	mm	day－1）を 6 : 00～18 : 00 の 1
時間毎に正弦関数で割り振り，仮の時間蒸発散量とした。さらに，
日中の遮断蒸発量を仮の時間蒸発散量から引き，時間毎の蒸散量
を得た。最後に根系分布関数と，土壌の乾燥に対応する吸水減衰
関数の積による重みづけ（Skaggs	et al.,	2006）により，時間毎
の蒸散量を深度毎に振り分け，吸水項を決定した。

上記の手法を利用した，非エルニーニョ年の既往の成果は以下
の通りである。2006 年の日降水量を入力した結果，少なくとも 4	
m の根系深（より多くの根系が観察された深さ）が乾季の蒸散
維持に必要であった。さらに，8	m の根系深（より少ないが細
根が観察された深さ）を確保し，下層土（深さ 550－750	cm）の
Ks を大きい値に修正することで，数値モデルによる土壌水分の
再現性が高まることが示された（Toriyama	et al.,	2013）。下層土
の Ks の測定値（1.06	× 10－6	cm	s－1）は過小な値であり，地点を
代表する土壌試料が得られなかったと考えられたため，数値モデ
ルが示唆する修正手順は妥当であると考えられた。このため，本
稿の結果と考察では，特に根系深と下層土の Ks に注目し，スー
パーエルニーニョ年においても非エルニーニョ年と同様の土壌水
分の再現性を示すか，検証を行う。

Ⅲ．結果と考察

結果の概要を表‒2 にまとめた。根系深，乾季蒸発散速度，下
層土の Ks を変化させて，乾季の蒸発散を維持しつつ土壌水分動
態の再現性が高い条件を探索した。最初に，根系深を 4	m と設
定した場合，非エルニーニョ年の蒸発散速度をベースとした，乾
季の蒸散を維持することはできなかった（表‒2 のテスト No. 1）。
この場合の蒸散を維持できないケースとは，根系深度内の積算
有効水分量（例，図‒1 の線グラフ）が 0 になる状態をさす。続
いて，根系深を 8	m で固定し，蒸発散速度のレベルを 75，62 . 5，
50 % と下げた。その結果，蒸発散速度のレベルを 62 . 5 % まで下
げた場合（テスト No. 4），根系深度の土壌に有効水分が僅かに残
り，50 % 以下で他のパラメータの調整を行う余地が生じた。そ
のため，以下において根系深を 8	m，乾季の蒸発散速度のレベル
を 50 % で固定し，下層土の Ks を調整した（表‒2 のテスト No. 5，
6，7，8）。

Kyushu J. For. Res. No. 77　2024. 3

2

表‒1．数値モデルの土壌孔隙パラメータ

Depth	
cm

θs	
m 3 m－3

θr	
m 3 m－3

ψm	
－cm

σ Ks	
cm	s－1

0－10 0 . 222 0 . 087 108 . 9 1 . 42 1 . 97 × 10 － 4

10－75 0 . 339 0 . 115 62 . 4 1 . 37 2 . 93 × 10 － 3

75－150 0 . 384 0 . 124 53 . 5 1 . 30 3 . 55 × 10 － 3

150－250 0 . 359 0 . 137 71 . 9 1 . 05 1 . 94 × 10 － 3

250－350 0 . 320 0 . 133 96 . 5 1 . 04 7 . 57 × 10 － 4

350－450 0 . 310 0 . 157 113 . 0 1 . 06 2 . 74 × 10 － 4

450－550 0 . 295 0 . 182 125 . 7 1 . 02 1 . 03 × 10 － 4

550－650 0 . 279 0 . 200 213 . 5 1 . 11 1 . 06 × 10 － 6＊

650－750 0 . 290 0 . 217 484 . 0 1 . 89 1 . 06 × 10 － 6＊

750－1000 0 . 299 0 . 232 402 . 8 1 . 19 2 . 21 × 10 － 4

θs とθr は飽和および残留体積含水率，ψはマトリックポテン
シャル，ψm は有効飽和度が0 . 5の時のψ，σは土壌孔隙の分布幅，
Ks は飽和透水係数を示す。値は Toriyama	et al.	（2013）による。
＊	深さ 550 – 750 cm の Ks は「下層土の Ks」として本稿における
検討および修正の対象となっている。

表‒2．数値モデルの試行の概要

テスト No. 根系深	
m

乾季蒸発散速度
（％）

下層土の Ks

10－6 cm	s－1
蒸散維持

1 4 100 . 0 1 . 06 ×
2 8 100 . 0 1 . 06 ×
3 8 75 . 0 1 . 06 ×
4 8 62 . 5 1 . 06 〇
5 8 50 . 0 1 . 06 〇
6 8 50 . 0 3 . 18 〇
7 8 50 . 0 5 . 30 〇
8 8 50 . 0 10 . 60 〇

灰色の箇所（テスト No. 5，6，7）がそれぞれ図‒1，図‒2（a），
図‒2（b）の結果と対応する。
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Ⅰ．はじめに

根株移植は，土地開発にともなって伐採処理される樹木に対し
て幹の一部を地際から残して切断し，移植後の残した幹からの萌
芽によって緑化を行う工法である（阿江・養父，1990）。従来か
らその場にあった樹木を利用することに加え，土木技術の範囲で
施工できるため経済的に有効な工法となる。また，萌芽の初期成
長は実生よりも早いため（Miller	and	Kauffman，1998），早期の
樹林化が期待できるという利点もある。一方で，移植対象木が萌
芽力に富む樹種に限定されることや，樹種によっては根株サイズ
が大きい個体では萌芽力が低下しているといった制約もある（小
林・福山，2001）。さらに，移植後に発生する萌芽枝の発生数や
成長度合いなどによっては，整理伐によって適切な樹形に誘導す
る必要がある（以下，萌芽枝整理と称す）。

九州大学伊都キャンパス（福岡市西区元岡）では，キャンパス
造成にともなって成立した盛土斜面や裸地等に対して，植林を主
体とした緑化が広範囲で行われている。緑化にあたっては，現地
植生の保全的観点から造成時にその場に分布した表土や樹木を緑
化資材として活用できる移植工法として，高木移植や大径木移植，
林床土移植および根株移植が採用された（九州大学緑地管理計画サ
ブグループ，2000）。現在キャンパスの緑化は概ね成功しているも
のの，その一方で旺盛に萌芽枝が発達し，景観および安全性の観
点から不適当な樹形を呈している根株移植個体も少なくなく，こ
のような個体に対しては萌芽枝整理を検討する必要が生じている。

通常，萌芽枝整理は，萌芽更新を行うシイタケ原木林や薪炭林
で萌芽枝の成長を早めるために発生初期の萌芽枝に対して行うも
のである（崎尾ほか，1990）が，現在，九州大学伊都キャンパス
において萌芽枝整理を検討すべき個体は根株移植実施から 20 年

程度経過したものである。そのため，根株から発生した萌芽枝が
大きく成長した樹高 10 m 程度の株立ち個体となっており，萌芽
枝整理を行う際には個体単位では大幅な葉量減少をともなうこ
とになる。一般に，樹木個体は根系の活動に見合っただけの適
量の枝葉を必要とするため，過度の剪定は樹勢衰退の原因とな
り（多田，1999），枝葉の除去量が多ければ多いほど光合成能力
の低下によって樹木は衰退する（堀，1999）。よって，伊都キャ
ンパスの根株移植個体に対して，今後萌芽枝整理による景観や樹
形の管理を行っていくためには，適切な整理強度を明確にし，樹
体への負担を可能な限り軽減する必要がある。しかしながら，既
往の萌芽枝整理に関する研究は，前述のようなコナラ（Quercus 
serrata	Murray.）萌芽枝の初期成長と萌芽枝整理の効果（崎尾ほ
か，1990）や，超短伐期施業における適切な萌芽枝本数（Liu	et 
al.，2011）など萌芽枝発生初期の状態に関するものが多く，ある
程度成長した株立ち個体への萌芽枝整理が残存する幹や個体へ及
ぼす影響については知見が不足している。

本研究では，根株移植実施後に比較的長期間放置された後，萌
芽枝整理をされたアラカシ（Quercus glauca	Thunb.）個体の整
理後 2 年間の成長経過，特に萌芽枝の発生と肥大成長および葉量
の変動について検討することを目的とした。

Ⅱ．調査地と方法

1．調査地
九州大学伊都キャンパスの生物多様性保全ゾーン（33°	35' 53＂	

N，	130°	12'	59＂	E，標高 30 m）内の，広葉樹根株移植地（西北
西向き斜面，斜度 25 度）の開放地と接した林縁部を対象とした。
当地では 2000 年から 2002 年頃にかけて，キャンパス造成以前に
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渡部颯太・作田耕太郎・宮沢良行：萌芽枝整理が行われたアラカシ株立ち個体における萌芽の発生および残存シュートの成長　九州森
林研究　 77：199 － 202，2024 　根株移植は，樹木個体を地際から伐採した後に掘り取って緑化資材として利用する緑化手法であるが，
根株からの旺盛な萌芽枝の発達によって景観の悪化や見通しの低下にともなう安全性の障害ともなることから，使用樹種によっては萌芽
枝の数を適正に減ずるような管理（萌芽枝整理）が必要となる。萌芽枝整理にともなう地上部での枝葉の損失は，個体レベルでの光合
成や水分収支などに影響するため適切な伐採量を設定する必要があるが，事例が少なく指針となる情報は不足している。本研究では，九
州大学伊都キャンパスにおいて根株移植後に約 20 年が経過したアラカシを対象として萌芽枝整理を行い，新たに発生した萌芽枝数およ
び残存シュートの肥大成長などの地上部の回復状況について検討した。萌芽枝を整理する強度として 50％と 75％を設定したところ，い
ずれの強度でも残存シュートの成長低下は認められなかったが新たに発生した萌芽枝の本数には大きな違いが認められた。
キーワード：根株移植，萌芽枝整理，アラカシ，肥大成長，葉量
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図‒3．テスト No. 7 の土層内の有効水分の分布
図中の点は観測値，実線はモデル出力である。Day	51 と Day	
693 はそれぞれ図‒2（b）の 2 時期の観測値と対応する。

図‒4．テスト No. 7 の地下水位の推移
図中の点は観測値，実線はモデル出力である。横軸は 2015 - 2016
年の経過日数（1 – 731）を示す。
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